Local Educational System and its Various Issures - Change of National System of Board of Education - by Soda, Kayoko
岡山行政法実務研究会
－85－
「地方教育行政とその諸問題」 
― 教育委員会制度変わる ―
岡山市教育委員・元岡山大学教師教育開発センター特任教授
曽　田　佳代子
　私は公立中学校長を退職後、岡山市の教育委員として教育に携わるとともに、岡山大学で特任教
授として教員養成の一端に関わっている。今までの経験を踏まえ、現在の教育の状況、今後の方向
性等について変革する制度をからめて述べてみたい。
　有能な教員を養成することは昔も今も変わらないが、以前は大学で教員養成をしたら、採用試験
は行政が行い、研修も担い、現場で活躍するようになっていた。それが普通の流れであったが、現
在は教員養成の大学の出口と、学校現場の入り口が、かなり近づいている。養成と採用を近づける
ことは、文部科学省が大学と現場と教育委員会の行政の三位一体で、養成と採用の一体化をする方
向性を出しているところであるが、岡山大学教育学部でも、岡山県・岡山市教育委員会と合同連携
会議を構成し、今まで以上に連携を深化させようとしている。そうしないと現場ニーズには応えら
れない状況が起きているといえる。お互いのニーズを同じまな板の上に出し合い、学生が大学を卒
業し現場へ出てもそれで役割が終わりではなく、それからもフォローアップが出来るよう模索して
いるところである。私も合同連携会議の担当の一員であるが、教員経験や教育行政、市長部局での
勤務の経験を少しでも生かしていければと考えている。
　最初に、現代の教育事情について述べる。いじめ、不登校、特別支援教育、学力向上、問題行動、
児童虐待、心の教育、家庭環境、ネット社会、グローバル社会等々課題山積であるが、このどれに
対しても学校現場では今まで以上に大きなエネルギーを使っている。ここ数年、現場の実態に合わ
せた対応が、制度や仕組みに反映されるようになってきたが、これらが、今後の教育に有効に機能
してほしいと思っている。
　現在の学校教育の中で課題となっていることを順に取り上げる。
　では、まず学力向上に関して。ここ数年文部科学省による全国一斉の学力状況調査が実施されて
いるが、岡山県・岡山市ともに全国の中で高くない結果が出ていて、教育県岡山がというお叱りと
ともに多くの皆さんからの励ましを戴いている。この場合の学力というのは何を捉えていうのか、
いろいろと論議はあるが、テストであらわされる基礎的な分野の学力が保証されないというのは公
教育としては由々しきことなので、授業改善をはじめ、色々な角度から効果が出そうなことを本気
で取り組んでいるところである。
　次に、不登校の問題である。数年前までは、学校に行くのは当たり前という認識で、学校を休む
ことに罪悪感を持っていた子どももいたが、出現率が高くなり様々な複雑な状況が明らかになり出
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したことで、病気でなくても休むことを選択するのも、場合によっては「あり」と理解され始めた。
以前は「登校拒否」という言葉が使われていたが、保護者や学校関係者から、「登校拒否」ではない
だろう、自分が拒否しているのではなく行きたくても行けないこともあるのだからという声が大き
くなり、現在は「不登校」という言葉を使っている。
　いじめに関しては、残念ながら何年かに一度は自殺という衝撃的な事件が起きている。（資料１）
の折れ線グラフで表されている図は、文科省調査で毎年、いじめ発生件数や、割合を調査している
ものである。この折れ線グラフで飛びぬけて高く出ているのが４箇所あるが、いずれもいじめによ
る自殺事件が起きたところで、2011年のところが大津のいじめ事件である。このことは後述の教育
委員会制度の改革や新しい法律制定に大きく影響してくる。また、いじめによる自殺があった年は、
統計上でいじめ件数が大きく跳ね上がっている。昭和の終わりころの突出した部分は、大河内君事
件の年である。葬式ごっこと称してクラスの中で色紙に、大河内君さようならと書いて回し、机の
上の花瓶には白い花が生けられた。更に衝撃的であったのは、担任の先生も色紙に寄せ書きをして
いたことであり、大河内君は自殺してしまった。あるまじきニュースとして大きく取り上げられ、
遊びだという子どもらの言動に乗ってしまった先生のあり得ない対応は、世間を大きく失望させた。
グラフの突出した数値の年に、いじめが一気に増えたのかというと、そうではなく、衝撃的な事件
を踏まえて、現場がより細かく対応し、いじめを顕在化させたということだと思う。いかにしてい
じめによる悲劇的な事件をなくするか、そのためには出来るだけ早期発見しなければならない。国
の調査においても、いじめの定義がだんだんと厳しくなり、本人が嫌だと思ったりいじめだと感じ
たりしたら、いじめでカウントするというのがここ数年のスタンスである。しかし、現場の苦悩と
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いうのは私も現場にいて理解できるが、ものすごくセンシティブに捉えて、これもいじめではない
か、あれもいじめではないかと考えていじめのない学校を作ろうと努力している。しかし、集団生
活をしている中でそれが過度に進みすぎると、人間関係を作るのが難しくなったり、色々なことの
成長の妨げになったりすることもある。それでも、命が失われるようなことがあっては絶対にいけ
ないという強い気持ちでアンテナを高くして教育をしようとしているが、いじめはどこでも誰にで
も起こる可能性がある。大切なことは、いじめがあったとしても初期の段階で発見出来たり、解決
出来たりする力や環境を、子どもたちと一緒に作ることだと考える。
　あってはいけないことが起きると行政で色々な対応を考えるというのは、教育界でも他の世界で
も一緒だと思うが、大津のいじめ事件はその後の制度やしくみに飛躍的な大きな改革をもたらした。
この事件は中２の男の子がいじめを苦にマンションから飛び降りて自殺をしたというものだった
が、事件後の学校の見解、教育委員会の見解、自殺をした子どもの家の見解、そして加害生徒と言
われる子の家の見解が一致せず、いじめの認識が食い違い、一層解決を難しくした。学校のアンケ
ート結果の見解も二転三転し、歯がゆい思いをした。先生よりも先に気が付いていた子どももいた
が、中にはマンションから飛び降りる練習をさせられているのを見ても、面白がっていた子もあり
人権感覚の乏しさが浮き彫りになった。真相がはっきりしないため、大津市役所も教育委員会も混
乱したが、最終的には、首長が強権発動して、第三者委員会を作り、文部科学省と直結で解決に動
き出した。その動きが、今回の新しい教育委員会制度の発足を後押ししている。現場で起きている
ことが、制度や仕組みに大きく関わってくることの例である。この事件をさらにセンセーショナル
にしたのは、ブログやツイッターでたくさんの書き込みがなされ、様々な意見が行き交った中で、
大津市教育長が、その当時19歳の少年に、暴行を受けたことだ。男子学生が教育長室にいきなり押
し入って、教育長の頭を物で殴って怪我をさせて逮捕されたという顛末である。更に、解決のため
の、第三者委員会の人選でも、被害者の保護者と教育委員会とが食い違い、保護者が、テレビで活
躍している尾木直樹さんという教育評論家を指名して、やっと第三者委員会がスタート出来たとい
うことでも話題になった。いじめ論議は学校関係者だけでなく日本全国で話題にされ、自殺に追い
込まれるようないじめは許されないけれど、学校だけでなく世の中には何処に行ってもいじめがあ
るから、学校時代に、経験をしていないと世の中へ出てから耐えられないだろうと言う声も聞こえ
てきた。しかし、いくら高校生、中学生と言ってもまだ未成熟であり、ある程度のダメージは乗り
超えていけたとしても、感じ方には個人差があり、人によっては悲劇的な結論に至ってしまうこと
もある。命を落とした子どもは返ってこないのだ。
　そして、いじめの程度を見極めるのはとても難しく、教職員が精一杯取り組んでいても子どもが
辛い状況で苦しんでいることもある。今まではその判断を、教員の経験や力量に頼っていることが
多かったが、それだけでは不十分ということで、根拠をもとに判断できる方法を考えるようになっ
てきた。岡山市でも一昨年からQ―U学級集団アセスメントと言われるものを導入している。学級集
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団をアセスメントし、より適切な支援をするための補助ツールであるが、それにより、教室の中で
不適応を感じたりいじめや冷やかし等を受けたりしていないか、存在や行動が教師や友人から認め
られているか等、満足感や不安感等について集団の中での姿が見えてくる。ずっと以前は、そうい
うものがなくても教員の経験値として、いじめられているとか、学力が不足して悩んでいるとか、
家庭の中のことで重いものを抱えて悩んでいるというのは、プロであればある程度は予測出来ると
考えられていたが、それだけでは対応しきれなくなってきたのが現在の教育現場の状況である。も
ちろん教員の経験値や直感力が重要なことは変わりはないが、見えにくくなっているものや想像も
つかない人間関係から起因する集団の中での位置関係等は、ツールを使って根拠を持って判断する
ことが必要になる。Q―Uアセスメントは、早稲田大学の先生が開発したもので、正式には
Questionnaire―Utilitiies というが、級・友（キューユー）に繋がる名前で知られている。こういう
アセステストのようなものが全国の自治体で使われるようになり、岡山市をはじめ県下の学校でも
多く取り入れられている。ただ、これは予算がかかるので全員に毎月実施というわけにはいかない
し、毎月しても意味がないので、年度の始めと終わりとか節目の時に取り入れられることが多い。
教室の中での居心地の悪さを感じている子を、ある程度の根拠を持って色々な角度から早めに把握
することでいじめの早期発見にもつながっている。
　いじめは、これらの学校現場の努力とともに、一学校や自治体だけの問題ではないという認識で、
国をあげてのいじめ防止の推進も図られてきている。先の大津のいじめの事件を受けて、2013年に
「いじめ防止対策推進法」が制定され、さらに「いじめ防止の基本方針」も示された。今までは教
育委員会、学校現場に任せていたことを、重大事態の場合は首長による再調査、措置を講ずること
とし、いじめ防止基本方針には、国、及び学校に策定義務を、地方公共団体には策定努力義務が書
き込まれている。現在、各学校はその方針を作り、保護者や地域の人にホームページや書面で示し、
いじめ防止をしようとする姿勢を強く出している。しかしいくら防止法や基本方針が制定されても、
それだけで安心したら、絵に描いた餅にしかならない。それらをうまく活用し、防止の段階や、あ
ってはいけないがそれでもあったときの対応等、今まで以上に子どもたちと共に、いじめに真摯に
立ち向かわなければ悲劇がなくなることはないだろう。
　もう一つ、現代の教育事情で大きな位置を占めているのが特別支援教育である。以前は、特殊教
育という概念で、知的に遅れていたり、情緒に障害があったりする子どもたちが特殊学級で学んで
いた。しかし、そういう教育を受けている人たちだけでなく他に配慮を要する子どもたちの存在が
顕在化され、その対応が国レベルで推進されるようになってきた。平成19年施行の「学校教育法の
一部を改正する法律」には、「近年、児童生徒等の障害の重複化や多様化に伴い、一人一人の教育的
ニーズに応じた適切な教育の実施や学校と福祉、医療、労働等の関係機関との連携がこれまで以上
に求められている状況を鑑み～～～小中学校等における特別支援を推進することにより、障害のあ
る生徒の教育の一層の充実を図るものである。」と、「特別支援教育」の概念や対応を明示した。こ
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れは、2009年に国連で障害者権利条約が批准され、教育の内容として、インクルージョン教育やイ
ンクルーシブ教育という概念が入り、包括的に、障害のある人もない人も一体となっての教育が必
要だという考えがベースにある。発達障害の研究が進み、今まで特殊学級（現　特別支援学級）の
中で教育を受けてきた子どもたち以外にも専門的な関わりを必要とする子どもたちがいることが分
ってきてはいたが、その対応はまだ不十分であった。学校教育法が一部改正され特別支援教育に名
称が変わったころから、一気にその理解や対応が深まってきている。
　発達障害としては、LD（学習障害）、ADHD（注意欠陥多動性障害）、PDD（広汎性発達障害自
閉症）などが知られ、学校現場では様々な配慮のもとに教育が成されるようになってきたが、まだ
まだ解明されてきていない部分もある。いわゆる知能に関して低くない事が多いので、今まで違和
感を感じながらも通常学級の中で生活をしてきたが、段々と研究がすすみ、その特質を生かすよう
な教育対応が機能してきている。知的な障害があれば小学校や中学校への入学時の就学指導の中で
IQなどを考慮して、医師や教育委員会の判断でどういう学級で過ごすかはっきりする。しかし、こ
の LD、ADHD、PDDの子どもたちは重複の障害を持っている場合もあるが、そうでない場合は特
別支援学級ではなく通常学級で勉強をしていることが多い。LDは、学習場面のあるところは苦手
で違和感があっても、他の面は優れており、その困難さが伝わらないこともある。ADHDは、落ち
着きがなく行動的であり、授業の45分や50分をずっと席に着いているということに苦手の傾向があ
る。学級で落ち着きのない子を、「あいつはADHDだ」と揶揄したりする言葉が発せられることも
あるが、落ち着かない人をすべてADHDと決めつけることは危険なことである。LDやADHD以
上に分りにくいのが PDD（広汎性発達障害自閉症）と言われているもので、学校での生活の特定の
場面で違和感があっても、一定の学力を保っていれば気づかれないことも多い。こだわりがあった
り、コミュニケーション力や人間関係をうまくとったりすることや、行間を読むとか、想像すると
か、思いをはせるとか、そういうことが苦手な傾向があると言われている。発明家のエジソンも、
音楽家のベートーベンもモーツアルトもそうだったとかいう研究本もたくさん出されており、ある
部分の才能は凡人には真似も出来ない、想像もつかない高いものがある反面、一般的社会的スキル
が不十分で、集団の中でしんどい思いをする場合があると言われている。こういう発達障害と言わ
れている特質のある子どもたちは、統計上6.5％くらい存在すると言われるが、通常の学級で生活し
ているので、その良さを発揮出来ないことも多い。現在、医学、教育の分野で研究が進められてい
るところである。
　次に、児童虐待の問題であるが、これも学校で発見され対応を迫られることもある。岡山市内で
も実の親に虐待を受け亡くなった例もあるが、日本各地で多く顕在化されるようになってきた。私
が、学年主任をしていた頃、20年以上前の話でまだ虐待への対応が手探りだった頃であるが、ある
教員が、担任している男の子の様子が虐待を受けている感じがすると言ってきた。その理由を尋ね
ると、給食の時間にとにかくがつがつ食べ、尋常じゃない食べ方であると。その子に朝食べてきた？
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夕食は？と聞くと適当に答えるが、食べてきた感じはなく、給食の時にとにかくおかわりを何回も
何回もして食べる。見たら制服も薄汚れている。母親と色々話をしても、らちがあかず、何回か家
庭訪問をしているうちに、その子が夜家の外にずっと出ていることもあるとか、凄く怒られている
こともあると言う近所からの情報があり、県の児童相談所の窓口に学校として相談することとなっ
た。色々と調べてもらうと、やはり食事を与えていなかったこと等が明らかになり、ネグレクトと
判断された。何日間か児童相談所預かりになった後、親の対応が好転して中学校卒業と同時に就職
したという例である。担任のアンテナが高く発見が早かったからうまくいったのだと思う。家庭の
ことは家庭で、学校は勉強するところと線引きしたいところだが、学校教育というものはそうはい
かない。いじめに関しても、家の人には心配をかけたくないという気持ちで、学校は楽しいと言っ
ても学校ではそうではない状況が起きていることもある。そのあたりのことまで教員として慮るこ
とも必要になっている。
　このように学校現場で担う内容が増えている教員の世界では、多忙化・多忙感が当たり前になり、
それがメンタル面の不調に出てくることもある。さらに、教育事情の難しさに、ネット社会が拍車
をかけている。学校裏サイトの存在が言われて久しいが、もう殆どの学校でサイトがあり、そこの
学校に起きることや個人名での攻撃されることもよくあることである。今まで経験したことの中に
２ちゃんねるへの対応があったが、一度不適切な書き込みがあると、プロバイダーなどの関係で、
それを削除してもらうことは非常に難しいものがある。人権擁護委員や、いろんな方の力を借りな
がら、何ヶ月かかかってやっと削除できたようなこともあり、一度載ってしまうと、こんなにも人
を傷つけ、その回復は難しいことになることがよく分る。SNS の問題も大きくなっており、これら
にどう対応すればいいのか、行政のプロや法曹界の人にお知恵をいただきたいと思っている。
　そして家庭環境で言えば、給食費の未納問題が学校現場をしんどくしている所もある。レアケー
スではあるが、法律を楯に、義務教育は無償だから、給食費は払えない、副教材のお金も払う必要
はないという極端な言い方をする保護者もいる。給食費の原材料費や食材もタダであるということ
はないし、教科書が無償で、授業料は要らないとしても、副教材のお金も要らないと言う法律は何
処にもない。そう極端なことは言わないまでも、給食費の未納問題は全国的に学校現場を悩ませて
おり、未収の対応はほとんど現場の教員がしている。これを自治体としてどう捉えるか、どう解決
していくのか、誰が権限を持って督促するのか、何処の自治体も非常に苦慮している。岡山市も、
困難な場合は教育長名で催促し、それでも駄目な場合は、最終的に市長名でということになってい
るが、今のところそれが使われたことは無い。学校は社会の縮図であり、経済状況などの影響を受
け様々な問題に直面するが、それを解決しようとすると、間にいる子どもを傷つけることもあるの
で、慎重に対応する必要がある。この未納問題の対応も教員の大きな負担になっていることの一つ
である。
　続いて学校生活の中で大きな比重を占める学力について述べる。必要とされる学力、「知・徳・
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体」で表される３つの力というのは、昔と変わらないが、同じ「知」でも、昔のような、読み書き
そろばんが出来たら大丈夫とか、偏差値が高ければ大丈夫とかいう訳にはいかなくなっている。グ
ローバル化の中で当たり前のように世界に出て行くようになった時代に必要な学力とはどんなもの
か、現在、「基礎基本の力」に加えて「自ら考え、自ら学び考え判断・行動し、よりよく問題を解決
する資質や能力」が必要とされている。
　岡山市でも教育の外部行政評価をいただくシステムがあって、毎年企業関係者の方にもにお願い
している。あるデパートの、取締役の人が外部行政評価をしてくださった時の話であるが、学生を
採用するときに、どんな力を見たいかと聞いたときに、その方は、即座に、何かあっても問題解決
が自分で出来る人を採用しますと言われた。その後続けて、一人で解決できなくてもチームを組ん
で解決が出来る人、そういう人を採用したいし、採用していますと補足された。点数が高いという
以上に、企業として欲しい力は、現在学校教育の中で付けていこうとしている問題解決力や人との
繋がりをつくるコミュニケーション力であることを伺い、これらを教育の中で身に付けていくこと
の重要性を再認識した。
　そして、このところよく取り上げられ学校関係・教育関係者に衝撃を与えているのは、アメリカ
デューク大学の教授の、2027年になったら、アメリカでは今ある職業の65％は、新しい職業に変わ
るだろうという話だ。文部科学省も重大に捉えて、今後の教育の動きの見通しの中でよく引用して
いる。では今のうちに子どもたちにどんな力をつけたらいいのか。将来こんな仕事につきたい、○
○になりたい、しかし、数年後にその職業がないかもしれない。そんなことは今は考えられないか
もしれない。しかし、人工知能は確実に現実の生活の中に入ってきている。数ヶ月前に、ハウステ
ンボスに家族と行く時、どのホテルを予約しようかと探すと、テーマパークのすぐ近くに社員は全
員がロボットですというホテルを見つけた。受付もロボット、部屋のルームサービスもロボット、
いろんなことをコールして頼んだら全部ロボットが…。興味深かったが今回は泊まらなかった。今
後は増えてくるのだろうか？ホテルはともかくとして介護の分野への導入は具体化されている。病
気の手術だってロボットアームが当たり前のように入ってきていると聞く。あながちドクターがい
らなくなるというのも嘘ではないかもしれない？数ヶ月前にある新聞に、そのロボットにいろんな
条件を入れた人工知能を組み込むのは人間の仕事であり、さらにその人はより人間くさい人である
べきという記事があった。無味乾燥で論理的だけの人がデータを入れたのでは間違った方向に進む
かもしれないということが書いてあり少し安心した。合理的なことだけを考えていろんな条件だけ
で作り上げたらどこかに人間として許されない部分も出てくるかもしれない。やっぱり人間の心を
育てていく「徳」を育てていくというのはどんなに時代が変わっても不変のことであろう。
　しかし、これだけ科学が発達し、グローバル化が更に進むと、将来的に65％の職業が新しいもの
に変わっていくというのは、あながち嘘でもないだろう。教育に携わっている者は、これからの社
会で活躍する子どもたちにどんな力をつけていかなければならないのか本気で考えていかなければ
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ならない。数年前から PISAというOECDによる世界標準的な学力テストが実施され、世界の国や
大都市で比較されている。抽出した学校で実施されているが、このテストで日本の子どもたちの学
力はどの位置をしめるのか、大きな関心を集めている。それを受けて全国で実施されているのが、
文部科学省が悉皆で行っている「全国学力状況調査」である。基礎的なことと応用的なことの両方
の問題が出題されており、日本全国でその位置について関心が払われている。これを機会に学校現
場が授業の見直しや、生活習慣などの対応にさらに本気で考えて実施するようになった。すぐには
結果に出なくても今後、必ず好転するものと期待している。グローバル社会の中の学力については
何を測るかと言うこともあるが、基礎的なことが出来ていなくて世の中に出たら、これは怖いもの
がある。先だって医療系の専門学校の先生と話をする中で、切々と訴えられたのは、専門学校に来
る人の基礎学力が高まるような教育をしてほしいと言うことであった。医療関係の専門学校で国家
試験を受けるためには基礎学力がないと合格しない。個人差はあるが、基礎学力が不足している学
生にはそこのフォローをしないといけなくなっている。しかし、専門学校に来る人は目的意識が高
く、こういう資格を取ってこういう仕事をしようということだから、ものすごく意欲的に勉強をす
る。教員のサポートのもとに本当に一生懸命に勉強をする。なぜ中学校高校時代にやっておかなか
ったのかというのがその先生の嘆きであった。身も細る思いがしたが、何かの目標を定めてそれに
向かおうとしている時には想像以上の努力が出来ることを改めて感じた、学校でいかにそのモチベ
ーションを高めていくか、大いに参考になる話であった。
　そういう基礎学力に加えて、これからのグローバルの社会の中で必要になる「自ら考え、自ら学
び考え判断・行動し、よりよく問
題を解決する資質や能力」で、ロ
ボットの上を行く力をつけてい
かないといけないのだから学校
現場も一層忙しくなる。
　そういう諸々のことを抱えて
いる学校現場を支える教育委員
会の役割の中で、今回その制度が
大きく変革した。（資料２）教育
委員会制度は、発足してから60年
近く経ったが、その大枠はずっと
変わらずにきた。長い歴史の中で
任命の形が変わってはきたが、知
事部局や市長部局から離れて教
育委員会が独立した機関として存資料２　教育委員会制度の改正イメージ
出展：文部科学省「地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正す
　　　る法律（パンフレット）」（PDFファイル）より
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在するという形は変化していない。10年ぐらい前から、「地方教育行政の組織及び運営に関する法
律」、いわゆる「地教行法」を時代の変化の中で洗い直す中で、教育委員会制度は今のままでいいの
かという論議は出ていた。しかし、やっぱり教育委員会は独立したものでなければいけない。どん
な教育をするかが、時の首長の影響を受けるとか、市や県の影響を受け過ぎてはいけないだろうと
いうことで押し戻されていたが、大津のいじめ事件が大きく後押して歴史的な変化に繋がった。こ
の事件がきっかけで、教育委員会、学校は隠蔽体質ではないかと言われ、誰が解決するのか。市が
責任を持たないといけないのではないか、もっと言えば国が責任を持たないといけないのではない
か、そういう論議が深まり、新しい教育委員会制度誕生につながった。
　教育の政治的中立性、継続性、安定性を確保しつつ、地方教育行政における責任の明確化、迅速
な危機管理体制の構築、首長との連携の強化を図るという趣旨で見直しが図られ、より迅速な対応
ができるように権限の明確化が図られた。新教育委員会制度は2015年に施行されたが、現在（12月）、
新制度に移行したのは半分ぐらいの自治体である。あとは旧制度で動いて、次の教育長になったと
きに新制度に切り替わるというのが全国的な流れであり、岡山市もそのように動いている。
　今まで制度の中では、教育委員会を統括するトップは教育委員長ということになっていたが、現
実的には、われわれ教育委員は、非常勤職で、幾ら多く行っても月に４回か５回で、定例の議会に
も出席していても回数は少ない。一方教育長は、事務方のトップとして毎日教育委員会事務局で仕
事をしており情報量も多く、伝わるスピードも早いので判断もし易い。定例の教育委員会では、条
例など制度的なことを合議制で決め、他の様々な施策についても協議会や定例会で審議しているが、
非常勤では、重大ないじめ案件など緊急を要するようなものの解決を遅らせることになるのではと
いう懸念もあり、教育長と教育委員長を一体化させる新制度につながった。もちろん教育長だけで
決定するというのではなく、合議制の教育委員会という形は今まで通りである。そして、新制度で
は、「総合教育会議」を設置し、首長の招集で教育長、教育委員とで教育の振興を協議するフレーム
が作られた。この総合教育会議は制度の移行期間でも、日本全国すべての自治体で設置されている。
岡山市では平成27年12月末までに６回開かれており、今後も定期的に開かれる予定である。現在全
国で一番回数が多いと聞いている。教育の実情を分かろうとする首長の姿勢の元で、構成メンバー
のほかに、現場の校長会代表も加わって現場の話を聞くとか、学識経験者から、少し違う角度から
の話を聞くとか、教育から離れたところの人から話を聞くとか、色々な工夫をしながら総合教育会
議を進めているところである。今後、「教育大綱」の策定とともに、予算や制度への反映等、教育委
員会だけでは出来ないことや、広く市全体で考えないといけないこと等を、何らかの形で実現出来
るようになればと思っている。
　最後に、現在の学校現場の状況、実情の中で出てきた新しい枠組みついて述べる。
　様々な課題に取り組む中で教員がしんどさを抱えている、子どももしんどい思いをしている、そ
して保護者もしんどくなっている、それを見ている地域の人も心配をしているという状況を解決す
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るためにはどうあったらいいのか。この状況を好転させるためには、地域・学校・家庭・企業等と
の連携の在り方を再構築する必要があるのではないか。文部科学省は数年前から、地域協働、コミ
ュニティースクールというしくみを提案している。地域で学校を作っていく、守っていく、もちろ
ん問題が全部解決出来るわけではないけれども、昭和の時代、平成の最初の頃までに大事にしてき
たことに、現在の状況を加えて新しく地域の学校を構築していこうという考え方である。以前は、
学校のことは学校に任せておけばいいという文化があったが、現在のように学校の色々な問題が錯
綜してきている状況と、社会全体の中で地域を活性させたいという機運とも相まって、地域の学校
をみんなで支えていこう、そのためにはどうあったらいいのかという施策が国を挙げて出てきた。
コミュニティースクールという考え方である。岡山市は先駆けて、10年ぐらい前から、地域協働学
校と名付けて、地域とコラボしながら学校を作っていく制度を作り、中学校区での子ども育て、学
校支援を位置づけている。
　また、いくら地域が学校を見守るよ、手助けもするよと言っても、学校の課題や教育理念が分か
らなくては協力のしようもないので、岡山市では以前から全学校がホームページを立ち上げ、タイ
ムリーに更新して地域や市民の方に情報発信をしている。さらには、これを推し進めるための根拠
となる条例も制定されている。平成19年に施行された「岡山市市民協働による自立する子どもの育
成を推進する条例」で、愛称「岡山っ子育成条例」と呼ばれている。この時期には私も教育委員会
事務局に勤務していたが、名前の通り市民協働を基本にし、準備段階から地域の方々をはじめ各界
の方からいろんな意見を聞いたり、お互いに意見交換をしたりした。どうやって、どんな子どもを
育てるのか。市民協働とはどんな状態なのか、目指す子ども像として「自立する子ども」を掲げて
いるが、そのために学校教育に加えて、どういう仕組みが必要なのか、大いに議論をしたところで
ある。特徴的なのは、四者の責務を書いたことで、家庭の責務、学校園の責務、地域社会の責務、
事業者の責務とそれぞれの責務を条文の中にいれている。この当時、事業者の責務を入れたのは、
岡山が全国初だったと思うが、これは企業も未来を担う子どもたちの教育や子育てに関わって欲し
いという願いのもとに、かなりのやりとりを経て盛り込まれた。現在、就学前教育に「子ども園」
が加わったので、一部文言の改正をしているところである。この四者の責務を書き込むときには、
議会等とのすり合わせの中で議論が噴出した。学校が教育をする、家庭が教育をする、地域もする
のは当たり前、教育委員会も当たり前で書く必要はないという意見もあった。しかし、当たり前で
も条文に書くことによって意識が変わって来るのではないか、子育てに対する考えも時代によって
変わってきているので、立場が違っても、みんなで教育をするという認識をもってもらい、学校教
育だけでは達成できないことをみんなで担い、岡山の未来だけじゃなくて、日本の未来も視野に入
れた人づくりをしようという夢を抱きながら出来上がったのが「岡山っ子育成条例」である。今年
も、日本人のノーベル賞受賞でフィーバーしているが、あの方たちにも小学生、中学校の頃があっ
た。どこでどの時点で誰との関わりの中で大きく花咲いていったのか。フィールドはどこにでもあ
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る。だからこそみんなで大事に育てていきたいと思っている。教育の根拠の大もとは、「教育基本
法」でありさらに上位法として「日本国憲法」があり、階層性の体系の中で、教育のすべてが網羅
されているが、それに加えて、地方のその土地のその子どもたちをどういう風に育てるかという気
構えを市全体で示していこうとして、多くの人の理解を得て制定された「岡山っ子育成条例」を再
確認しながら、今ある教育課題の解決に努力していかなければと思っている。
　私は行政職時代に、２本の条例制定に、担当として関わったが、もう１本は市長部局勤務男女共
同参画課長時代の「男女共同参画社会の形成の促進に関する条例」通称「さんかく条例」である。
その時の制定の手法が後の教育の条例をつくる際に大いに役立った。その頃は、条例を協働で作る、
市民とコラボして作るというのは考えられないという時代であった。条例は行政が作り、法律は国
会で作ればいいという意見が大勢を占めていた。それでも、出来た後どういう風にそれが活用され
るかは、出来る時のやり方で大きく変わるだろうから市民の意見を聞きながら市民ニーズに合った
ものを市民協働で作ろうと、当時目新しかったパブリックコメントを取り入れ、行きつ戻りつしな
がら制定した。その手法で出来た条例は、より生活に密着したものであることもあり、今までの条
例以上に血の通ったものになったと感じている。教育も学校が行うことは当然であるが、学校教育
だけで担いきれない部分が多くなっている現在、市条例の理念をもとに、様々な場面で協働して子
どもたちを育てることが必要になっていると考える。
　最後に、政令市になった岡山市の教育のことを述べる。教育の世界では文部科学大臣の諮問機関
である中教審（中央教育審議会）で、日本の全体の教育の在り方を協議して、ここで答申されたこ
とが、施策として具体的におりてきて将来の方向性が決まることが多い。国の最終的な責任の果た
し方のところで、県費負担教職員の人事権、給与制度、給与負担が書き込まれているが、このなか
の税源移譲が岡山市行政と関係している。政令市と言いながらも、今まで県費負担ということで教
員は県から給料をもらい、県には国が３分の１を補助するということであったが、いよいよ政令市
の権限委譲の中で県費負担教員の給料が市におろされることになり、岡山市でも、平成29年開始を
目指して準備をしている。政令市の制度的なことでは、教員の採用試験も独自に出来るようになり、
平成28年から、岡山市単独で採用試験をすることになっている。いよいよ教育分野での政令市制度
が本格実施されることになる。人事権、給与負担がはっきりする中で、岡山の子どもをどう育てて
いくのか、学校だけでなく「のりしろ」をどこが担っていくのか。教育の世界で起きている様々な
問題は、岡山だけの特徴的なものではないと思うが、それらの課題にどう立ち向かっていくかは、
それぞれの自治体で工夫の特徴はあると思う。今までの制度に加えて新しく必要になったフレーム
や制度を上手に活用して、未来ある子どもたちの幸せに繋がる教育をしていきたいと思っている。
